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要約 

本研究では，パラオハイスクールの理科授業で用いられていたワークシートなど入手可

能な資料や現地調査の結果を Intended Education（意図された教育），Implemented 

Education（適用された教育），Achieved Education（獲得された教育）へ整理し，パラオ

共和国での理科教育の実態の一片を把握した。その結果，パラオ共和国内に教員養成課程

をもつ高等教育機関がなく，初等中等教育を担う人材に求められる資質・能力に明確な基

準がないことに加えて教育全体の目標や理科の単位数はあるが，理科で何をどのように児

童生徒へ学ばせるのかということまでは定められていなかったことが Intended Education

として整理された。高等教育を経ていない教員も多く存在し，質の高い教員の採用体制が

未構築であることと，Lesson Plan（教育内容）は，各授業担当教員が決定し，教科書やワ

ークシートは英語版を用いており，テストも英語で出題・解答されていたことが
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Implemented Education に挙げられた。また，各種テストの結果から児童生徒の学力が高く

はないと判断されていることが Achieved Education として整理された。 

一方，学力測定に用いられているテストの内容と教育課程，指導内容・方法や児童生徒

の英語の語学力との関係を明らかにすることや，より多くのパラオ共和国における理科教

育実践を観察する必要性があることが課題として示唆された。 

 

1. はじめに 

(１) 琉球大学の第３期中期目標・中期計画と「戦略１」 

 文部科学省（2015）は，平成 28 年度から始まる第３期中期目標期間において，国立大学

が期待される役割を果たし，その「知の創出機能」を 大化させるための改革の方向性を

とりまとめた「国立大学経営力戦略」を策定した。その中で，各国立大学の強み・特色の

発揮を更に進めていくため，機能強化に積極的に取り組む国立大学に対し，その機能強化

の方向性に応じて，国立大学法人運営費交付金を重点配分する仕組みを導入することを示

した。さらに，国立大学に求められる多様な役割や様々な期待に応える点を総合的に勘案

し，第３期中期目標期間における各国立大学の機能強化の方向性に応じた取組をきめ細か

く支援するため，以下に示す３つの重点支援の枠組みを新設し，取組の評価に基づくメリ

ハリある配分を実施することを示した。 

重点支援①：主として，地域に貢献する取組とともに，専門分野の特性に配慮しつつ，

強み・特色のある分野で世界・全国的な教育研究を推進する取組を中核とする国立大学

を支援。 

重点支援②：主として，専門分野の特性に配慮しつつ，強み・特色のある分野で，地域

というより世界・全国的な教育研究を推進する取組を中核とする国立大学を支援。 

重点支援③：主として，卓越した成果を創出している海外大学と伍して，全学的に卓越

した教育研究，社会実装を推進する取組を中核とする国立大学を支援。 

 琉球大学は重点支援①を選択し，「地域社会のシンクタンクとして様々な課題を解決す

る地域活性化の中核的拠点」の機能と，「特化した（とんがった）分野における日本ある

いは世界トップの教育研究拠点」の機能を志向し，第３期中期目標・中期計画の前提とな

る長期ビジョンでは，「地域とともに未来社会をデザインする大学」を新たに掲げ，これ

までの「アジア・太平洋地域における中核的な教育研究拠点」とあわせて，大学像の二本

の柱に設定した。この重点支援①における具体的な取組（「戦略性が高く意欲的な目標計

画」）の１つが「国際的な島嶼型高等教育システムの構築に向けた教育改革」（通称「戦

略１」）である。この取組の中には３つのプロジェクトが含まれているが，その中でも第
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３期中期目標期間の全て（平成 28 年度〜平成 33 年度）を充当する，戦略１の骨格プロジ

ェクトが「特別編入学による太平洋島嶼地域からの留学生受入事業—グローバル人材育成の

ための教育体制構築に向けて—」（通称「太平洋特別編入枠」）である注1。 

 この「太平洋特別編入枠」プロジェクトは，亜熱帯島嶼圏社会の発展に必要不可欠な「高

等教育」を太平洋島嶼地域（パラオ共和国，ミクロネシア連邦等）へ提供するために太平

洋島嶼地域の短期大学（パラオ・コミュニティ・カレッジ（Palau Community College; PCC），

カレッジ・オブ・ミクロネシア（College of Micronesia; COM）等）卒業生が本学に編入

できる特別編入学制度を整備するとともに一般入学生（日本人学生）が「多様性を受容す

る」仕掛けとして，両者がともに学ぶ環境整備等の受け入れ体制を構築するものである。

具体的には，琉球大学がこれまで交流を深めてきた太平洋島嶼地域における短期大学との

間に「太平洋島嶼地域枠（特別編入学）」を新設し，毎年５名程度の留学生を受け入れる

ものである。これにより，当該地域の短期大学卒業生に「学士」を取得させる体系的な学

士教育プログラムを確立する。また，この取組を基盤として，島嶼・海洋性等の共通する

地域特性や社会経済等の課題に焦点を当てた科目群の編成，大学間での取得済単位の読替，

英語による授業の拡充，アクティブ・ラーニングを中心とした授業の提供，産学官と連携

したインターンシップ及び就職支援などの取組を展開するとともに，我が国にとって重要

なパートナーとなる太平洋島嶼地域の国々との良好な人的ネットワークの拡充に寄与する

ことを目指している。  

 

(２) 「太平洋特別編入枠」プロジェクトと本研究の関係，本研究の目的 

 この「戦略１」を進めるに際し，2015 年 12 月８日に，PCC を卒業後ハワイ大学で学士号

を取得し，琉球大学大学院で学んでいるパラオ共和国出身者へインタビュー調査を行った。

そのインタビュー調査における回答内容注2の一部を以下に示す。 

 

質問 日本や日本の大学に期待することは何ですか。 

回答 

日本には，高等教育があります。PCC では，理学部や高水準の学士は取得でき

ません。日本には，たくさんの大学があります。私たちが参加できるような，

よりよい教育や事業を一緒につくっていきたいです。 

 

質問 日本の大学を卒業したら，パラオに帰るのですか。 
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回答 

そうする人もいるだろうし，定住する人もいると思います。仕事が見つけやす

いということにパラオより魅力を感じる人は，居続けるのではと思います。も

し，パラオに仕事があれば，パラオで暮らすでしょう。 

日本とアメリカの教育システムは異なりますが，日本やアメリカに行き，その

まま職を得て，定住するというキャリアプランもあります。一方で，多くのパ

ラオ出身者は，地元に帰ると思います。島国としての傾向は，一旦島を離れた

後，仕事の契約が切れるなどして，落ち着いたら，海外で定住を一度試みたと

しても，帰ると思います。 

 

質問 
もし，沖縄にその卒業生が来るとしたら，どのような分野が重要だと思います

か。 

回答 

パラオ人は，技術者を好む傾向があり，島嶼地域では，専門的な分野が必要と

されています。私は，物理や医学が好きです。教育現場では，地元の先生では，

給料が低すぎるので，外国からの先生に学ぶことが多いです。必要性について

は，意見が様々だと思います。私は，太平洋諸島の環境問題のデータを採集し，

提供できるようなパラオ人が必要だと思います。私のように研究者になりたい

人への道が開くことを願っています。そのためには，海外へ行き，トレーニン

グを積み，教育を受ける必要があります。 

 

 このインタビューの回答から，潜在的な大学進学希望者の存在が推察できる。また，大

学進学希望者の学びを支えるパラオ共和国の学校現場では，外国からの教員に学ぶことが

多いということが分かる。では，大学進学希望・留学希望者の学びを下支えしているパラ

オ共和国で行われている教育（初等中等教育や教師教育）の実際はどのようなものなのか。 

 加藤（2011）は，実際にパラオ共和国を訪問して現地の小学校教育に携わる日本人へ聞

き取り調査等を行った結果， 

① パラオ共和国には公立小学校（８年制）が 16 校 

② 小学校を卒業するとパラオハイスクール（４年制）へ進学し，卒業生の 97％が

PCC へ進学 

③ 数学で使用している教科書はアメリカの教科書 

④ 教師の数学の学力は高くはない 

⑤ パラオ共和国には教育実習や現職研修の公的プログラムはなく，ハイスクールを

卒業すれば十分な学力がなくても面接や簡単なペーパーテストで教師に採用さ

れる 

⑥ 教師となった後に自費で PCC の講習を受講して教科教育の資格を得る際に，講習

では数学は学ぶが，何をどう教えるのかという教科教育の視点がない（「学習」

＝「内容を伝える」であって，授業づくりや学級経営は視野の外） 

⑦ 教師は教科書の内容を座学で「伝える」だけで，「教える」までは至らず，「問

いかける」という活動がない（学習目標＝「暗記してテストで点を取ること」） 
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ということを報告している。 

 パラオ共和国の初等中等教育支援には，独立行政法人 国際協力機構（JICA）も協力し

ている。JICA は，算数・数学や理科が他の教科に比べて政治的・文化的に中立であること，

数式や普遍的な科学的概念が多い理数科はほかの教科に比べ言語に依存する度合いが少な

く語学力の不足を補えること，途上国の学校現場での教育実践を通じて着実に理数科教育

協力に関する知見が蓄積されてきたことなどの理由により，教育協力の中で理数科教育協

力を積極的に推進しようとしてきた（独立行政法人 国際協力機構 国際協力総合研修所，

2007）。そこでは，日本の中学校学習指導要領の理科の目標（文部科学省，2004）を例示

した上で，科学教育によって育成される能力・態度の具体例として「科学的方法」，「科

学的態度」，「科学的見方」，「科学的思考」を挙げている。さらに，人間形成における

理数科教育の意義は，「問題解決で求められる数学的・科学的な方法・態度・見方・思考

の修得や，生きていく上で大切な自然を愛する心や自然観の育成などに大きな役割を果た

すもの」であるとしている。また，「個人の生活の改善と安全の達成に貢献するだけでな

く，科学技術の発展，産業化の推進などを通じて国家の経済的・社会的・文化的な発展と

安全の確保に貢献し，人間の安全保障の実現と人類の進歩を促進する」と開発における理

数科教育を意義づけている。これらを踏まえて，「理数科教育を通じて育成・形成される

問題解決能力，科学的思考や態度，合理的判断力，健全な批判精神，価値観の形成などは

個人の能力開発を進めて生計の向上と生活の安定を実現するとともに，国家の経済的・社

会的・文化的な発展に貢献し，人間の安全保障の実現と国家の発展を可能にする」とまと

めている。 

この JICA 理数科教育協力の理念・意義を理解した者が日本からパラオ共和国にも派遣さ

れている。しかし，パラオ共和国の発展に貢献するための教育内容や教育方法が確立して

いない状況下に日本人を派遣することは，ともすれば単に日本で行われている理数科教育

を輸出したにすぎない。村田・渋谷（1999）が指摘するように，対外協力・援助において

は「教育制度を支えている学校観や子ども観，民族と教育との関係など，文化的・社会的

背景も踏まえた上で教育をとらえていく」ことが必要で，「教育協力・援助が日本を含む

先進国側からの一方的な押し付けにならないためには，対象国の教育の実態を理解したう

えで，日本の経験や実状に根差した発想を比較教育学的観点から常に相対化しつつ，教育

協力・援助の立案・実施・評価を進めていくこと」に資する研究が求められる。 

先のインタビュー調査から，パラオ人は技術者を好む傾向があり，専門的な分野を学ん

だ理工系人材が必要とされていると推察できる。「太平洋特別編入枠」プロジェクトを円

滑に進めるには，パラオ共和国からの編入学生がどのような理科教育を初等中等教育段階

（とりわけ中等教育段階）で受けているのかを把握することが１つのポイントとなる。筆
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者らが関係する教育学部には，編入学試験用の定員枠が無いため，この「太平洋特別編入

枠」プロジェクトの直接的な受入学部ではない。しかし，筆者らの専門とする初等中等教

育における理科教育，理科教師教育の視点から「太平洋特別編入枠」プロジェクトの進行

を下支えすることやJICAを通したパラオ共和国の教育を援助する人材の育成では寄与でき

る。そこで本研究では，パラオ共和国の理科教育の実態を把握することを目的として，パ

ラオハイスクールで実際に行われていた理科授業の実践事例を，使用していた教材から分

析するとともに教材作成者の体験談とあわせて整理した。それに加えてパラオ共和国の教

育の実際について，入手可能な資料や現地調査から整理した。 

  

2. 研究方法 

 パラオハイスクールで教職経験のある 30代の日本人１名から提供された理科授業時の配

布教材（ワークシート; WS）注 3と，使用していた教科書（Dobson, K. et al.，2001）を照

合し，実際に行われた授業内容を整理した。また，この人物のパラオハイスクールでの経

験談の中から理科教育に関することを整理した。さらに，琉球大学グローバル教育支援機

構 新垣雄光部門長（理学部海洋自然科学科化学系教授），葦原恭子准教授および山元淑乃

講師のパラオ共和国訪問に同行する形で，2016 年 11 月 16 日（水）～11 月 20 日（日）に

かけて，筆者の１人（竹田）がパラオ共和国に出向き，PCC 関係者等から聞き取り調査を行

った。具体的には，この訪問調査の２日目〜３日目（11 月 17 日（木）〜11 月 18 日（金））

に，PCC で日本語教師として働いている日本人女性１名と懇談する中で得た情報と，４日目

（11 月 19 日（土））に，在日パラオ共和国大使館での勤務経験があり高等学校時代に日本

に留学経験もあるパラオ人１名と懇談する中で得た情報をそれぞれ整理した。 

 これらの調査結果と Ministry of Education (MOE；教育省)が制定している Education 

Master Plan 2006-2016（教育基本計画）に示されている内容を，広島大学大学院国際協力

研究科 清水欽也教授の助言に基づき， Intended Education（意図された教育），Implemented 

Education（適用された教育）と Achieved Education（獲得された教育）注 4 に整理した。

Intended Education（意図された教育）とは，日本の学習指導要領のようなパラオ共和国

における国定カリキュラムや，教育機関が教育する際に従う必要のある定められた教育内

容のことである。また，これを受けて実際に行われる教育が Implemented Education（適用

された教育）であり，作成された教科書や各学校でのプログラムなどの物理的サービスだ

けでなく，教員制度や教員の質などの人的サービスも含まれる。 後の Achieved Education

（獲得された教育）は，実際に行われた教育を受けた者の到達度のことであり，子どもの

学力・達成度が当てはまる。 
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3. 結果と考察 

(１) WS から見たパラオハイスクールでの理科授業の実際 

 WS の提供者は，パラオ共和国で２年間のボランティアを経て，パラオ共和国政府に雇わ

れパラオハイスクールで教員としての勤務経験をもつ 30 代の日本人である。表１〜表 19

は，提供された全部で 59 種類の WS の内容を使用していた教科書（Dobson, K. et al.，2001）

の内容と照合し，教科書の Chapter（章）ごとに，教科書に明記されている内容を WS 上で

扱っている場合を「○」，反対に扱っていない場合は「×」，教科書内容と一致する WS が

そもそも存在していない場合には「－」で示したものである。 
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 授業は，日本の学習指導案（略案）に相当する Lesson Plan を作成した上で行われると

のことである。この Lesson Plan は，日本のように授業の都度作成することが求められる

ものではなく，同じ内容の授業を展開するのであれば，一度作成したものを毎年再利用で

きる。図１はその Lesson Plan の一例である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ Lesson Plan の一例 

 

 WS の通し番号は，教科書の Chapter の配列と必ずしも一致していない。また， Chapter

１の WS15，WS16，WS36 及び WS37（表１）のように Chapter２（表２）や Chapter３（表３）

の内容が扱われている WS があるなど複数の Chapter の内容を１つの WS の中で扱う事例も

見られた。WS で扱っている内容は，教員が決定する Lesson Plan による。Chapter15（表

15）のように全く扱っていないChapterや，Chapterの中でも導入部分に相当する「Tailoring 

the Program to your Classroom（学習の筋道を立てよう）」や「Chapter Review（復習）」，

「Viewpoint（復習ポイント）」，「Career Link（キャリアリンク）」に関しては直接的

に結び付く取り扱いは WS 中に見られなかった。一方で，作成者が独自に作問した復習問題

（宿題）や小テストが含まれている WS もあった。「Math Skills（数学的スキル）」がそ

のまま扱われているものとそうでないものがある。「Inquiry Lab（探究実験）」では「Can 

you write balanced chemical equations?（化学反応を式で表す）」は扱われているが（表

５），それ以外は扱われていない。「Skill-Builder Lab（技能を身に付ける実験）」も

「Constructing Electric Circuits（電気回路の作成）」が扱われている（表 13）程度で，
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それ以外は直接的には扱われていない。表６の「Acids and Bases in the Home（家庭内の

酸と塩基）」のように日常生活との結びつきがある内容，核化学の中でも核分裂反応や核

融合など無機物理化学の中でも高次な内容（表７）や発展的な内容は WS では扱われていな

かった。この WS の状況から担当教員の裁量が大きく，「教科書（に書かれていること）を

そのまま教える」授業ではなく，学習内容を再構成していると推察され評価できる半面，

基礎的な知識の習得が授業の主力になっており，日常生活との繋がりや学んだことを生か

すように作成された WS とは言い難いように見受けられた。 

 WS の提供者によると，WS やテストは全て英語で作成されており，教科書の付録 CD-ROM

を用いることで簡単につくることが可能だったとのことである。しかし，現地語はパラオ

語のため，英語が苦手な生徒にとって WS への記述やテストの解答はかなり困難である。そ

のため生徒が理科の学習内容を十分に理解できていたとしても，英語活用能力差の影響を

受けるため理科の知識の定着度をテストで正確に測定できていたかという点が不明確であ

るという情報も得られた。それに加えて，パラオハイスクールの理科室には，概ね必要な

器具は揃っているが，その利用頻度は低かったとのことである。薬品棚には使用用途が不

明な薬品が置かれているなど，整理が行き届いてない面も見受けられたとのことである。

唯一生徒全員が必ず行う実験が天秤の使用方法を学ぶ程度であったということから，いわ

ゆる「生徒実験（生徒が自らの手で観察・実験を行う）」はほとんど行われていないと推

察できる。また，教員の研修機会として，パラオ共和国以外の国から派遣された教員と現

地の教員が参加する Education fair（教育集会）が１年に一度開催される。そこでは，全

体会と分科会が行われる。分科会では各教科の専門性をもった教員が指導的立場となって

講座を開く。その中では派遣された教員が，現地の教員へ教具を紹介することもあるとい

う情報を得た。 

 

(２) PCC 関係者等からの聞き取り調査から 

 PCC で日本語を教えている日本人から，パラオの教育の現状について情報を得ることがで

き，それは以下のようにまとめられた。 

 教員として働くための試験などはなく，学士を取得していれば教員として働くことが

できる 

 教員養成課程はなく，優秀だと判断された人物なら，自身の専門の教科に関係なく指

導することができる 

 単位数の指定はされているが，日本の学習指導要領のような指導方針や具体的な内容

を示すものはなく，教員が指導内容を決定することができる 
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 同様に，日本での生活経験のあるパラオ人から得た情報は以下のようにまとめられた。 

 パラオは，理数科教育が先進国と比較して遅れている 

 理科教育のカリキュラムなどは存在せず，教員によって指導内容が異なる 

 高等教育機関が限られているため，学士号取得希望者は，パラオから就学移動しなけ

ればならない 

 学士号未取得者でも就職は可能だが，就職先で昇格（出世）困難に陥る場合もある

  

 

(３) Education Master Plan 2006-2016 から 

 Education Master Plan 2006-2016（Ministry of Education Republic of Palau, 2006）

よると，パラオ共和国には８年制の小学校が 20 校（公立 18 校，私立２校），４年制の公

立高校（パラオハイスクール）が１校，私立高校が５校存在している（Ministry of Education 

Republic of Palau, 2006: 20）。この 12 年間が義務教育課程に位置付けられている。前

書きに示されている教育担当大臣の声明によると，Education Master Plan 2006-2016 の主

要な目的はパラオ共和国の子どもたちへの基礎教育の提供であり，パラオ共和国民の生活

の質の向上やより良い未来のために，文字･文章を読むこと，内容を理解して文章を書くこ

と，および計算することができる能力（いわゆる「読み・書き・そろばん（３R’s）」）

の育成がその具体として示されている（Ministry of Education Republic of Palau, 2006: 

ix）。 

 パラオ共和国の初等中等教育段階における教育課程や教育の概要を整理したものが，表

20 及び表 21 である。パラオハイスクールの教育課程は Academic programs（一般教養）と

Vocational programs（職業教育）からなり，一般教養を履修しながら，５つあるキャリア

教育プログラムの１つを選び，そのプログラムが提供する科目を履修することが卒業要件

となっている。このように一般教養と就職に必要な教育を両立させる教育課程が編成され

ており，10 年生以上の高学年では生徒に様々な職業と職業倫理について学ぶ機会が設定さ

れていた。パラオハイスクールの卒業に必要な単位数 25 単位のうち理科は３単位である。 
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 表 20 及び表 21からパラオ共和国の初等中等教育では理科が必修であることは分かるが，

理科に限らず日本の学習指導要領が示している各学年で学習する具体的内容や大綱的基準

はここには記されていなかった。  

 2004 年度に MOE は 18 の公立小学校とパラオハイスクールで働く 269 名を雇用していた。

少しずつ教員の高学歴化は進んでいるが，その学歴は高等学校卒業が 116 名（43％）と

多で，短期大学士 88 名（33％），学士 59 名（22％），修士６名（2％）の順となっており，

博士号を取得している教員はいなかった。高等教育機関で教育学を主専攻としていた教員

は 46 名（17％）であった（Ministry of Education Republic of Palau, 2006: 24-25）。 

 パラオ共和国では，授業を担当する教員が作成したテストの他に，The Palau Achievement 

Test，Stanford Achievement Test，Quarterly Assessments の３つの試験が行われている。

The Palau Achievement Test は４，６，８，10，12 年生の４月から５月に行われる英語，

パラオ学，理科，数学，社会科の試験であり，Stanford Achievement Test はアメリカの児
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童生徒の学力との比較に用いられ，Quarterly Assessments は小学校１年生〜８年生を対象

に四半期毎に行われる英語，パラオ学，理科，数学，社会科の試験である。 

 2005 年度の The Palau Achievement Test の結果から，理科と数学の平均点は他の３科目

より総じて低いことが分かっている。2004 年度の Quarterly Assessments の結果から，理

科と英語の学力は他の教科より平均的に低いことが指摘されている。パーセンタイルラン

クで示されている 2004 年度の Stanford Achievement Test の結果，理科はスペリング（全

12 学年の平均値 34.0）に次ぎ，全般的には他教科よりは高い数値（理科と環境の結果を合

わせた全学年の平均値 27.2；３学年から 12 学年で行われた理科のみの平均値 28.6）を示

していたが，どの学年のどの教科でも 50以上の数値はなかった。Stanford Achievement Test

の結果，パラオ共和国の児童生徒はリスニング能力，言語能力，思考力，読解力が低いこ

とが指摘されていた（Ministry of Education Republic of Palau, 2006: 27-29）。 

 

(４) Intended Education（意図された教育），Implemented Education（適用された

教育），Achieved Education（獲得された教育）への整理と考察 

 これら得られた情報を，以下に示すように広島大学大学院国際協力研究科 清水欽也教授

の助言に基づき，Intended Education（意図された教育），Implemented Education（適用

された教育），Achieved Education（獲得された教育）へ整理した。 

 

【Intended Education（意図された教育）】 

① パラオ共和国内に教員養成課程をもつ高等教育機関がなく，教員免許制度も存在

しないため，初等中等教育を担う人材に求められる資質・能力に明確な基準がな

い。 

② 教育全体の目標や理科の単位数はあるが，理科で何をどのように児童生徒へ学ば

せるのかということまでは定められていない。 

【Implemented Education（適用された教育）】 

① 質の高い教員を採用するための制度が確立しておらず，高等教育を経ていない教

員も多く存在する。 

② Lesson Plan（教育内容）は，授業を担当する各教員が決定する。 

③ 教科書や WS は英語で作成されたものを用いている。またテストは英語で出題さ

れ，英語で解答する。 

【Achieved Education（獲得された教育）】 

① アメリカと比較した結果，児童生徒の学力の平均は高くはなく劣っている。 

② 理科の学力は総じて低い。 
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4. おわりに〜まとめにかえて 

 本研究では，パラオ共和国での理科教育の実態の一片を Intended Education（意図され

た教育），Implemented Education（適用された教育），Achieved Education（獲得された

教育）へ整理した。このように断片的ではあるがパラオ共和国の初等中等教育における理

科教育，理科教師教育の整理を進めてみたことで，以下に示されるような新たな疑問も生

じてくる。 

① The Palau Achievement Test，Stanford Achievement Test，Quarterly Assessments

の実際がどのようなものかを入手しないまま考察するには限界もあるが，「理科

で何をどのように児童生徒へ学ばせるのかということまでは定められていない」

のであれば，これらのテストで学んでいないことが問われていたり活用したりす

ることが求められる場合など，児童生徒の学力の実態では解答できない問題が出

題されている可能性はないか。換言すれば，計測可能な範囲の学力の条件の１つ

である「はかられた能力は，その土台となっている能力がすでに発達しているこ

とを前提すること」（勝田, 1972: 369）を満たさない測り方をしているのでは

ないか。 

② 理科で何をどのように児童生徒へ学ばせるのかということまでは定められてお

らず，担当教員が学習内容を決定するとしながらも，各種テストの出題範囲・内

容が各学年での学習内容を事実上規定しているのではないか。 

③ WS 提供者が指摘する「生徒が理科の学習内容を十分に理解できていたとしても，

英語活用能力差の影響を受けるため理科の知識の定着度をテストで正確に測定

できていたかという点が不明確」であるということや，まだ英語がわからない２

年生にアメリカの厚い教科書が配られて教育が行われることやパラオ語で意訳

できない科学的・数学的概念をどのように身に付けさせるのかということに課題

があると JICA 関係者が指摘している（加藤，2011）ことから「数式や普遍的な

科学的概念が多い理数科はほかの教科に比べ言語に依存する度合いが少なく語

学力の不足を補える」ものの語学力の不足が学習事項の理解の障壁となっており，

語学力の不足を補えていないのが現状だと推測できる。では，語学力（英語力）

不足が理科の学習内容理解にどの程度影響しているのか。 

④ ①や③とあわせて実際の小学校の授業では学習内容を座学で伝えるだけで教え

る，問いかけるという活動がなく，学習目標は「暗記してテストで点をとること」

に集約されること（加藤，2011）を踏まえると，各種テストでパラオ共和国の児

童生徒の理科の学力が正しく測定できているのか。 
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⑤ 生徒が自らの手で観察・実験を行う，いわゆる「生徒実験」はほとんど行われて

いないと推察されるとともに④の疑問もある中で，理科教育によって育成される

能力・態度の具体例である「科学的方法」，「科学的態度」，「科学的見方」，

「科学的思考」はどれくらい児童生徒は身に付けているのか。 

⑥ 加藤（2011）によれば，教員採用後に PCC で 70 ドルの自己負担で教科教育の資

格を取得できるとのことであるが，PCC での教員養成・教員研修の実態はどのよ

うなものであるか。 

⑦ パラオハイスクールや小学校での理科の授業の実際はどのようなものであるか。

とりわけ，高等学校卒業程度で教壇に立つ者（高等教育で教育学，学校教育につ

いて学んでいない者）の理科授業実践はどのようなものなのか。 

 

 太平洋島嶼地域から琉球大学への編入学を有効に機能させていくには， 終的に編入す

る学部の専門性が何であったとしても，基盤となる初等中等教育段階での実態を把握した

上での留学生に対する必要な教育支援が肝要となってくる。また，本報告はパラオ共和国

を対象とした断片的な調査報告の域を脱していないが，「戦略１」ではミクロネシア連邦

やマーシャル諸島共和国からの留学生の受入も想定している。断片的なものであっても，

これらの国の理科教育の実態も把握する必要があるとともに上述の疑問を解消しながら

様々な調査を積み重ねることで「日本を含む先進国側からの一方的な押し付けにならない

教育協力・援助」へと繋げていくことが期待される。 
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【注解】 

1 他の２つのプロジェクトは，「入学者選抜改革に向けたアドミッション・オフィス機能の

強化及び新たな入学者選抜方法の開発」（平成 28 年度〜平成 32 年度の５年間）と「グロ

ーバル・プログラム津梁：グローバル人材育成加速化事業」（平成 29 年度〜平成 33 年度

の５年間）である。 

2 インタビュー調査は調査参加者の１名が通訳する中，英語で行われた。この回答は，録音

されたインタビューを整理する中で，インタビュー調査時に通訳者が意訳したものに，著

者の１人（竹田）が回答を和訳したものをあわせたものである。 

3学習用の問題プリントのように解答を記入するものだけではなく，授業で生徒に配布され

た授業者作成の教科書以外の紙媒体の教材を総称して WS と名付けた。 

4田中（2008）は，国際教育到達度評価学会（IEA）が第３回国際数学・理科教育調査で採用

した意図したカリキュラム（Intended Curriculum），実施したカリキュラム（Implemented 

Curriculum），達成したカリキュラム（Attained Curriculum）を紹介し，教育実践それ自

体に反省を加えて修正・改善することを目的とした「エバリュエーション」としての教育

評価は，この３つに即して行われていると述べている。第２回国際数学・理科教育調査で

は，教育環境をつくり出す種々の要因を，意図したカリキュラム（Intended Curriculum），

実施したカリキュラム（Implemented Curriculum），達成したカリキュラム（Attained 

Curriculum）という３つの「水準」（level）のカリキュラムによって理解しようとしてお

り，第３回国際数学・理科教育調査ではこのモデルを修正した概念的モデルを調査目的（初

等中等教育段階における児童・生徒の算数・数学及び理科の教育到達度を国際的な尺度に

よって測定するとともに，各国の教育制度，カリキュラム，指導法，教師の資質，児童・

生徒の環境条件等の諸要因との関係を参加国間におけるそれらの違いを利用して組織的に

研究すること）の達成のために利用していた。意図したカリキュラム（Intended Curriculum）

とは，国家または教育制度の段階で決定された算数・数学や理科の内容であり，教育政策

や法規，国家的な試験の内容，教科書，指導書などに示されており，算数・数学や理科の

概念，手法，態度などで記述されているものである。実施したカリキュラム（Implemented 

Curriculum）とは，教師が解釈して児童・生徒に与える算数・数学や理科の内容であり，

実際の指導，教室経営，教育資源の利用，教師の態度や背景などが含まれている。達成し

たカリキュラム（Attained Curriculum）とは，児童・生徒が学校教育の中で獲得した算数・

数学や理科の概念，手法，態度などを意味している（国立教育研究所，1996, 1997, 1998）。

清水欽也教授の助言もこの概念的モデルを踏襲してのものだと推測される。 
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